
パネルディスカッション

林野庁説明資料
（説明者：森林利用課 木下室長）



 ストレス社会と言われ、ワーク・ライフバランスの確保が求められる近年、森林へのニーズは多様化
している。

 森林環境教育の場、アウトドアスポーツなどのレクリエーションの場、森林浴などの保健・休養の場
として利用されているほか、近年では新たなニーズとしてライフスタイルにも森林空間利用への期待
が高まっている。

【事例】
 学校の森・子どもサミット
 セカンドスクール
 木育サミット 等

 青少年等が森林・林業に
ついて体験・学習する場
や、木の良さやその利用
の意義を学ぶ活動である
「木育」の場として利用

学び

 景観や環境に優れた森林
をフィールドとして、例
えば、自然探勝、トレッ
キング、アウトドアス
ポーツの場として利用

【事例】
 フォレスト・アドベンチャー
 ロングトレイル
 マウンテンバイク 等

遊び

 森林の中でのリラクゼー
ション・プログラム等を通
じて、森を楽しみながら、
森の中での活動を「癒や
し」と捉え心と身体のリフ
レッシュや健康維持・増進、
病気の予防を目的としたプ
ログラムの場として利用。

癒やし

【事例】
 森林浴
 森林セラピー
 クアオルトウォーキング 等

新たなニーズ

 国民の価値観が多様化する
中で、都市住民を中心に
「ゆとり」や「やすらぎ」
を求める傾向が強まってお
り、健康志向、環境意識の
高まりと相まって、Ｕター
ン・Ｉターン、定住希望者
が増加するなど、新しいラ
イフスタイルを実現する場
として利用。

【事例】
 サテライトオフィス
 テレワーク
 ワーケーション 等

多様な森林空間利用の高まり
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【２－４】 新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
④ 教育分野（学童期） ／ 「キーズウィーク」（学校休業日の分散化等）

2

【学校休業日の設定の工夫を
行っている教育委員会】

【体験的学習活動等休業日を
設定している教育委員会】

都
道
府
県

市
町
村

都
道
府
県

市
町
村

【設定する休業日の連続する日数】

【設定している休業日の種類】

資料：大人と子供が向き合い休み方改革を進めるための. 
「キッズウィーク」総合推進会議（第2回）.

約９割が
実施・検討

約６割が
実施・検討

約６割が
実施・検討

約４割が
実施・検討

約４割が
２日以上

第２章（4）④ 【P.16-17】新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
教育分野（学童期）／ 「キーズウィーク」（学校休業日の分散化等）

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kidsweek/dai2/siryou.pdf


【２－４】 新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
④ 教育分野（学童期） ／ 子供の農山漁村体験（子ども農山漁村交流プロジェクト）の充実
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第２章（4）④ 【P.17】新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
教育分野（学童期）／ 子供の農山漁村体験（子ども農山漁村交流プロジェクト）の充実



【２－４】 新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
④ 教育分野（学童期） ／地域の教育資源を活用した「総合的な学習の時間」

資料：中央教育審議会 教育課程部会（.第107回） 資料2-3

第２章（4）④ 【P.17】新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
教育分野（学童期） ／ 地域の教育資源を活用した「総合的な学習の時間」
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5
資料：南信森林管理署・多摩市少年自然の家「平成27年度 国有林野事業業務研究発表会 資料」

【「多摩市民の森・フレンドツリー」概要】

協定者 ： 南信森林管理署・多摩市
枠組み ： 遊々の森
協定年 ： 平成 17 年 5 月 14 日
場所 ： 長野県富士見町「西嶽国有林」

1329い・1330い林小班
面積 ： 19.09ha （平成30年度から更に拡充）

【「森林教室」実績】【「森林教室」工程（例）】

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
教育分野（学童期） ／ 【事例】 多摩市少年自然の家（長野県富士見町）

http://www.rinya.maff.go.jp/j/gyoumu/gijutu/kenkyu_happyo/attach/pdf/H27_happyo-4.pdf
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小3-4理科
（植物生長）

小４社会
（水）

小3-4理科
（生き物）

小５社会
（地域産業）

小５社会
（国土保全）

道徳
（自然愛・郷土愛・

国際理解）

生活科
（自然ふれあい）

総合学習
（環境教育・

国際理解教育）

算数

国語

情報

特別活動
（集団活動・
自然体験）

ESDの
ステップ

②
“in”

体験学習

①③
“about”
調べ学習
（教科教育

＋ｸﾛｽｶﾘｷｭﾗ
ﾑ・発展的な
学習内容）

④
“for”

問題解決型
学習

学校教育における取組 社会教育における取組

※ 各教科や内容例は、想定されるものの代表例
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Ｏ
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／
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有
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等

1,414
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国民参加の森林づくり等

3,005
団体

1,518
箇所

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
教育分野（学童期） ／ 森林環境教育の推進



【②子どもの“自然体験”の実施状況】
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【①“自然体験”の子どもに及ぼす良い影響の認知度】

約９割が認知
約７割が

自然体験不足

【③移住先等の保育園・幼稚園にあると特に魅力なもの】 【④「森のようちえん」に通わせることの関心】

約５割が関心
「自然環境を活かした
保育・教育」が約９割

（１位は「無償化」等の４倍）

資料：ＮＴＴデータ経営研究所「都市地域に暮らす子育て家族の生活環境・移住意向調査」

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
教育分野（幼児期） ／ 【参考】ＮＴＴデータ経営研究所「都市地域に暮らす

子育て家族の生活環境・移住意向調査」

http://www.keieiken.co.jp/aboutus/newsrelease/160218/


所在地 ようちえん名 開設
在園児数（H30.4）

うち移住者

智頭町
まるたんぼう H21 16人 ７人
すぎぼっくり H24 11人 ８人

鳥取市
いきいき成器保育園 H25 14人 －
風りんりん H26 17人 ３人
ぱっか H28 15人 －

伯耆町 michikusa H26 16人 １人
倉吉市 自然がっこう旅をする木 H28 10人 ８人

合計 99人 27人

【特徴的な事例】

【鳥取県の認証制度創設の背景】

自然豊かな鳥取県の特色を生かした保育

身体性・精神性・知性・社会性ともに好ましい発達に効果
（鳥取大学）

移住促進の実績と国内外の注目

【Ｈ２７～】 「とっとり森・里山等自然保育認証制度」
（認可外保育施設向け。運営費補助を含む）

【Ｈ２９～】 「保育所、幼稚園等とっとり自然保育認証制度」

まる

『①智頭町森のようちえん まるたんぼう』（智頭町）

○智頭町が設置する「智頭町100人委員会（教育
文化部会）」の提言を経て、町による支援が開始

○当初は、林野庁による民間団体向け補助事業や
町を経由した「雇用補助金」「まちづくり交付金」、
県林務部の「森林の癒し事業費補助金」で支援

○鳥取県「鳥取県協働提案・連携事業」への採択、
「運営費助成モデル事業」を経て認証制度創設

○統廃合で保育所が無くなった地区に開設し、
移住者等の入園希望が多く、２園目の開設にもつながる。

『②いきいき成器保育園』（鳥取市）

○鳥取市の市街地から約１２Km離れた山間部に位置し、
保育所が廃園し、地域で子どもの声が失われて地元住
民が落胆

○地域住民が協議会を設置し、
廃園となった保育所を市から引継
いで、県認証制度の支援で運営。

○成器地区の子どもはゼロで、全員
市街地からバスで通園。
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【「とっとり森・里山等自然保育認証制度」認証園と移住者数】

資料：鳥取県「“森と自然を活用した保育・幼児教育”自治体勉強会」発表資料を基に作榮

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
教育分野（幼児期）／【事例】 鳥取県「とっとり森・里山等自然保育認証制度」

http://mori-zukuri.jp/wp_foresapo/wp-content/uploads/2018/07/04_tottori20180713.pdf


〇自治体による取組報告
長野県、鳥取県、広島県、東近江市、吉野町

〇基調講演・概要報告
尾木直樹・尾木ママ（教育評論家・法政大学 特任教授）
鈴木みゆき（(独)国立青少年教育振興機構 理事長
秋田喜代美（東京大学大学院教育学研究科 教授）
沖 修司（（公社）国土緑化推進機構 専務理事）

〇パネルディスカッション

【「森と自然の育ちと学び自治体ネットワーク」設立宣言】

【共同宣言】

（１） 地方自治体や民間団体等との交流と連携の拡大を図る。
（２） 認知度を高めるための情報の共有や発信を取り組む。
（３） 質の向上のために調査研究や人材育成に取り組む。
（４） 地方の特色ある取組の環境整備のための提言・要望を行う。

【参加団体】 110自治体（16県・91市町村／Ｈ30年10月現在）
（県：岩手県、秋田県、茨城県、山梨県、⾧野県、岐阜県、

静岡県、三重県、滋賀県、兵庫県、奈良県、鳥取県、
広島県、徳島県、大分県、宮崎県）

【連携団体】 （公社）国土緑化推進機構、日本自然保育学会 等

【平成30年度事務局】 長野県県民文化部次世代サポート課
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【「森と自然の育ちと学び自治体ネットワーク」設立総会】

【設立総会シンポジウム】

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
教育分野（幼児期） ／ 【事例】 森と自然の育ちと学び自治体ネットワーク
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（出典）「働き方改革実行計画」工程表（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
働き方改革分野 ／ メンタルヘルス対策としての森林空間における保養活動



資料：李卿「森林浴が生体免疫機能を高める」日本衛生学雑誌62（２）

【③森林浴がNK細胞に与える効果】 【④高頻度の森林散策がメンタルヘルスに及ぼす影響】
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資料：森田 えみ, 川合 紗世, 内藤 真理子「高頻度の森林散策が日常のメンタルヘ

ルスに及ぼす影響：大規模疫学調査 J-MICC Study静岡地区より」第128回
日本森林学会大会要旨集
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【②森林セラピーによる尿中アドレナリン等への影響】
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資料：Ochiai H et a; Int J Environ Res Public Health. 2015 Feb 25;12(3):2532-42.

尿中アドレナリン 血清中コルチゾール

【①都市部と比較した森林部での唾液中コルチゾール濃度】

資料：千葉大学 朴範鎭・宮崎良文

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
働き方改革分野 ／メンタルヘルス対策としての森林空間における保養活動
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【「TDKラムダの森」の取組概要】

5.1ha信濃町
高沢地区社有林

森林の里親協定
2007年12月

企業のふるさと
づくり協定

2009年12月

社員研修
2008年4月から
信濃町で実施

森林整備
（NPO委託）

農産物物販
（トウモロコシ・
ブルーベリー等）

癒しの森事業
への協賛

メンタルヘルス
の向上

定着率
の改善

町民との
ふれあい

森林整備 生物多様性
の確保

地域貢献

地域貢献

基本的な活動

一昨年度より
地方創生応援税制

へ移行

【「社員研修」の概要】

対 象 時期

新入社員研修
（フォローアップ）

4月
10月

2年次研修 6月

3年次研修 9月

エルダー研修 5月

2006年 2017年

05～14年
（通算）

05-07年
（都市で研修）

08-14年
（信濃町で研修）

新卒採用者 161人 43人 118人

離職者・率
32人 15人 17人

20％ 35％ 14％

早期離職者・率
（３年以内退職）

６人 ５人 １人

４％ 12％ １％

【離職率・早期離職率の変化】

【森林整備の成果】

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
働き方改革分野／農山村地域での社員研修 ・ 【事例】 ＴＤＫラムダ



体験後 　　1ヶ月後 　　5ヶ月後

評価手紙電話
電話での

指導

手紙での

指導

2週間後 3ヶ月後 6ヶ月後

【２－４】 新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
① 疾病予防・健康分野（青壮年期） ／ 【事例】 太陽生命保険株式会社

【対象者】
 産業医が定めた基準（脂質・血圧・血糖値・腹囲等）にもとづき、

生活習慣病リスクの高い者
 健康保険の特定保健指導対象外となる40歳未満の者で生活

習慣病リスクがある者
※ 平成30年2月には、ストレスチェックで高ストレスと判定された

内務員を対象に実施。

【参加者の成果】
・ 参加者6ヵ月後平均 体重▲4.8ｋｇ、 腹囲▲5.6cm
・ 最大減少 体重▲8.5ｋｇ、 腹囲▲11.0cm

【宿泊型新保健指導（スマート・ライフ・ステイ）プログラム内容】

【プログラム終了後のスケジュール】
目標達成に向け手紙や電話で６ヶ月間サポートを実施。
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第２章（4）① 【P.14】新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
疾病予防・健康分野（青壮年期）／ 【事例】 太陽生命保険株式会社
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【テレワーク導入と１社当たりの労働生産性】

資料：総務省「第５回働き方改革EXPO 発表資料」

【テレワークによる働き方改革のメリット】

資料：総務省「第５回働き方改革EXPO 発表資料」

※労働生産性＝（営業利益＋人件費＋減価償却費）÷従業者数（

資料：㈱セールスフォース・ドットコム「ふるさとテレワークセミナー 発表資料」

【㈱セールスフォース・ドットコム】
（白浜オフィス（和歌山県）での事例）

 平成27年度総務省「ふるさとテレワーク推進のための地域実証
事業」により、1年間で46名が3ヶ⽉の業務を和歌山県にて実施

 社会貢献活動（熊野古道の道普請等）や、農山村での保養活動

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
働き方改革分野／テレワーク ・ 【事例】 セールスフォース・ドットコム

https://teleworkdays.jp/docs/2018Lecture.pdf
https://teleworkdays.jp/docs/2018Lecture.pdf
http://www.furusato-telework.jp/wp-content/uploads/2017/03/20170317_02.pdf


視 点 １
「観光資源の魅力を極め、

地方創生の礎に」

視 点 ２
「観光産業を革新し、国際競争力
を高め、我が国の基幹産業に」

視 点 ３
「すべての旅行者が、ストレスなく
快適に観光を満喫できる環境に」

■「魅力ある公的施設」を、ひろく国民、
そして世界に開放
・赤坂や京都の迎賓館などを大胆に公開・開放

■「文化財」を、「保存優先」から観光客
目線での「理解促進」、そして「活用」へ
・2020年までに、文化財を核とする観光拠点を

全国で200整備、わかりやすい多言語解説など
1000事業を展開し、集中的に支援強化

■「国立公園」を、
世界水準の「ナショナルパーク」へ
・2020年を目標に、全国５箇所の公園について

民間の力も活かし、体験・活用型の空間へと
集中改善

■おもな観光地で「景観計画」をつくり、
美しい街並みへ
・2020年を目途に、原則として全都道府県・

全国の半数の市区町村で「景観計画」を策定

■古い規制を見直し、
生産性を大切にする観光産業へ
・60年以上経過した規制・制度の抜本見直し、

ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの経営人材育成、民泊ﾙｰﾙの整備、
宿泊業の生産性向上など、総合ﾊﾟｯｹｰｼﾞで
推進・支援

■あたらしい市場を開拓し、
長期滞在と消費拡大を同時に実現
・欧州・米国・豪州や富裕層などをﾀｰｹﾞｯﾄにした

ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ、戦略的なﾋﾞｻﾞ緩和などを実施
・MICE誘致・開催の支援体制を抜本的に改善
・首都圏におけるﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄの受入環境改善

■疲弊した温泉街や地方都市を、
未来発想の経営で再生・活性化
・2020年までに、世界水準DMOを全国100形成
・観光地再生・活性化ﾌｧﾝﾄﾞ、規制緩和などを

駆使し、民間の力を最大限活用した
安定的・継続的な「観光まちづくり」を実現

■ソフトインフラを飛躍的に改善し、
世界一快適な滞在を実現
・世界最高水準の技術活用により、出入国審査の

風景を一変
・ｽﾄﾚｽﾌﾘｰな通信・交通利用環境を実現
・ｷｬｯｼｭﾚｽ観光を実現

■「地方創生回廊」を完備し、
全国どこへでも快適な旅行を実現
・「ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾚｰﾙﾊﾟｽ」を訪日後でも購入可能化
・新幹線開業やｺﾝｾｯｼｮﾝ空港運営等と連動した、

観光地へのｱｸｾｽ交通充実の実現

■「働きかた」と「休みかた」を改革し、
躍動感あふれる社会を実現
・2020年までに、年次有給休暇取得率70％へ向上
・家族が休暇をとりやすい制度の導入、休暇取得

の分散化による観光需要の平準化

■我が国の豊富で多様な観光資源を、
誇りを持って磨き上げ、その価値を
日本人にも外国人にも分かりやすく
伝えていくことが必要。

■観光の力で、地域の雇用を生み出し、
人を育て、国際競争力のある生産性の
高い観光産業へと変革していくことが
必要。

■CIQや宿泊施設、通信・交通・決済など、
受入環境整備を早急に進めることが必要。

■高齢者や障がい者なども含めた、すべての
旅行者が「旅の喜び」を実感できるような
社会を築いていくことが必要。

「観光先進国」への「３つの視点」と「１０の改革」

【これまでの議論を踏まえた課題】
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森林空間の総合利用に関連する政策の状況
「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年３月30日策定） 概要



○ 2020年までの農泊500地域創設に向けて、現段階では352地域を採択済み。

○ 農泊実施体制の強化には、多様な関係者の取込・連携、経営人材の育成、コンテンツの多様化が必要。

農泊実施体制の強化に向けた取組

① 観光コンテンツの多様化
→ 冬場や通年対応可能なコンテンツを開発・活用し、年間を通

じた誘客を可能に
（四季折々の地域の食、味噌づくり体験、サイクリング、
冬山トレッキング等）

② 協議会構成員の拡充・多様化
→ 他分野の関係者の構成員への構成員の取り込み・連携

（旅行業者、コンサルタント、宿泊業者、イベント会社等）

③ 中核法人の経営意識の向上
→ 協議会内部の連携を強化し、中核法人が適切に地域内の取組

実績を把握
→ 経営セミナーや専門人材によるコンサルティングにより経営

意識を向上

平成29年度採択205地域における現状と課題

① 体験が農業体験（田植えや収穫など）に偏り、
その時期に集中
⇒ 観光コンテンツの通年性と多様性に欠けている

② 地域協議会の構成員は農家民宿経営者が大宗
⇒ 他分野の事業者との連携が不十分で、取組に

広がりがない
（農林漁業関係者や飲食・宿泊事業者が８割）

③ 地域の宿泊者数の実績が把握できていない
⇒ 中核法人の経営意識が希薄で国による実態把握が

進まない

H29年度事業と現地指導から判明した課題

全ての地域で年度内に農泊実施体制の確立にメド

中国
四国
５６地域

沖縄
１０地域

近畿 ３４地域

九州
４１地域

北海道 ２９地域

関東
７０地域

東北
５５地域

東海
２３地域

北陸
３４地域

全国計 ３５２地域
平成29年度 205地域
平成30年度 147地域

農泊の採択状況（平成３０年度段階）

○ 中核法人又は地域協議会が未成立の地域や、「宿泊」「食」
「体験」が揃っていない地域（10月時点で23地域）の全てに対して
農林水産省職員が現地指導

「農泊」の取組状況と今後の展開
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加子母森林組合（岐阜県中津川市）

○平成29年度と平成30年度の農泊推進事業において352地域を支援し、このうち20地域は森林活用をメインとする取組。

（一社）上松町観光協会（長野県上松町）

・「東濃ひのき」と呼ばれる優良材の産地。
・当該地域では、散発的に「林業体験」、「農作物の収穫体験」、「歌舞伎小屋を

活かした観光」等のツアーが実施されてきた。

■取組内容（予定）

・旅行会社の企画担当者向けのファムトリップを実施。

・インバウンド対策として、旅行会社の外国人スタッフの協力を得て、情報発
信や接遇等の改善を目指す。

・大手旅行会社と連携し、森林セラピーⓇを取り入れた「健康増進モニターツ
アー」の実施。

・森林内の散策コース全体に「アドベンチャークエスト」を仕掛け、親子をター
ゲットとする企画を実施。

・「赤沢自然休養林」を活用した森林浴観光、健康増進事業を展開。特に国内
でも貴重な木曽ひのき天然林を有する。

・平成18年、「森林セラピー基地」に認定。
・平成28年、中山道木曽路が「日本遺産」の認定を受け、新たな観光の要素と

なっている。
・平成29年、「日本美しの森 お薦め国有林」に認定。

地域資源等の現状

農泊推進対策による支援

農泊推進対策による支援

赤沢森林鉄道

＜地域の「宝」の磨き上げ＞

メディカルチェックの様子 森林散策道（ふれあいの道）

「加子母森林組合」が中心となり、市役所、観光協会、旅行会社、農林業関係団体の協力を得
て、体験プログラムの商品化や宿泊施設の整備等を行い、プロモーションの強化によってイン
バウンドを含む観光客の増加を目指す。

宿泊施設の整備（既存施設の改修等）

体験プログラム等の開発と磨き上げ

古民家改修キャンプ場、コテージの通年利用

ターゲット

外国人旅行者
（主に中国人）

大都市圏（関東、中部、
関西）の旅行者

＜ソフト事業＞
・地域内で合意形成を目的にフォーラム開催
・外国人旅行者のニーズ把握調査
・農泊ビジネス成功事例調査
・マーケティングに基づく体験プログラムの開発
・加子母地域の魅力を発信（プロモーション）

など

マイ箸づくり

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

林業体験 農業収穫体験

食文化体験 芝居小屋

地域資源等の現状

森林を観光資源として活用する農泊の取組
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森林管理局別分布数

北海道局管内：２０箇所
東北局管内：１１箇所
関東局管内：１５箇所
中部局管内：１０箇所

近畿中国局管内：２０箇所
四国局管内： ５箇所
九州局管内：１２箇所

計 ９３箇所

北海道局：北海道
東北局 ：青森、岩手、宮城、秋田、山形
関東局 ：福島、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、

東京、神奈川、新潟、山梨、静岡
中部局 ：富山、長野、岐阜、愛知
近中局 ：石川、福井、三重、滋賀、京都、大阪、

兵庫、奈良、和歌山、鳥取、島根、
岡山、広島、山口

四国局 ：徳島、香川、愛媛、高知
九州局 ：福岡、佐賀、長﨑、熊本、大分、宮崎、

鹿児島、沖縄

「お薦め国有林」の
選定要件

観光資源として優れている
こと。
１．主体

地元市町村や観光協会
等が必要な貸付・使用許
可等の手続きを取るなどし、
主体的に管理運営に取り
組んでいる。

２．体制

主体的管理運営に係る
実施体制として、レク森協
議会が設置されている。

３．アクセス等
・公共交通機関からの距離
・宿泊施設

４．その他
・森林体験プログラム等の

充実
・特に優れた景観の有無
・文化的背景

「日本美しの森 お薦め国有林」の分布について
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レクリエーションの森の情報発信について（HP整備）
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女子ｷｬﾝﾌﾟ

森のﾌﾗﾜｰｾﾗﾋﾟｰ

グランピング ｼﾞﾋﾞｴ・ﾊﾞｰﾍﾞｷｭｰ

森林セラピー・ヨガ

森のようちえん

カメラ女子

森のアロマ

野外フェス森のおんがくかい

20

Ｃ
聴

新たな
森林空間
の利用

嗅

視

触 味

・音風景
（鳥のさえずり・
風・渓流等）

・野外フェス・
森のｺﾝｻｰﾄ
（文化・芸術的）

・風景の鑑賞
（紅葉・新緑等）

・森のﾌﾗﾜｰｾﾗﾋﾟｰ
（園芸福祉的）

・森のｶﾗｰｾﾗﾋﾟｰ
・カメラ女子

・森林散策
・森林環境教育
・森林セラピー
（ヨガ・樹林気功等）

・森のようちえん

・森林浴
（樹木・花の香り等）

・ｱﾛﾏﾃﾗﾋﾟｰ
（芳香療法的）

・野外料理
（ﾊﾞｰﾍﾞｷｭｰ等）

・ｼﾞﾋﾞｴ・山菜等
（健康食）

・ﾋﾟｸﾆｯｸｶﾌｪ、
女子ｷｬﾝﾌﾟ

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
観光分野 ／ 新たな森林空間を利用したアクティビティ



手ぶら
バーベキュー

森カフェ
登山

キャンプ

新たな観光・旅行分野
の森林空間の利用
（若年女性等志向）

コンテンツ

グランピング
女子キャンプ

山ガール
低山ハイキング

散策・探勝

ファッション性
の高いウェア・
ギア等の開発
で市場拡大

野外遊具

新たな機器等
の整備・ソフト
の充実により、
新たな市場創
出

野外炊事

森林セラピー

フォレスト・
アドベンチャー

森林内研修

野外フェス
野外芸術祭

森のようちえん
森のﾌﾟﾚｰﾊﾟｰｸ

森ヨガ

カフェ

室内ｺﾝｻｰﾄ
展示会

セミナー

ヨガ
（スタジオ）

都市等で行わ
れていた活動
が、自然志向
の高まり等を背
景に森林等を
舞台にした展
開が拡がり
新たな市場創
出

ｷｯｽﾞｽﾍﾟｰｽ
・託児所

既存の森林内での取組 都市施設の取組（新たなメニュー拡充） （新たな誘客促進
＋ 新たな担い手開拓）
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散策・探勝 森林セラピー

キャンプ グランピング

野外フェス 室内ｺﾝｻｰﾄ

森の
ようちえん

室内
ｷｯｽﾞｽﾍﾟｰｽ

新たな森林空間の総合利用に向けて注目すべき分野
観光分野 ／ 新たな森林空間を利用したアクティビティ



山村（山村振興法に基づく振興山村）の現状について

山村は我が国の国土面積の５割、森林面積の６割を占める一方、人口は全体の３％。
山村では人口減少・高齢化が他地域に先がけて進行しており、高齢者の割合は３４％に上昇。

• 山村振興法に基づく「振興山村」を有する市町村は全国で７３４。
• 国土の脊梁地帯を中心に位置しており、３９３万人（人口の３％）の

住民が、１５百万ha（林野面積の６割）の森林を支えている。

※2010農林業センサス、山村カード調査、国勢調査
※市町村数はH27.4.1現在

 振興山村の指定状況

振興山村

• Ｓ６０年からＨ２２年までの四半世紀の間で、山村の人口は２３％減
少（全国は６％増加）。

• 高齢者（６５歳以上）の割合は３４％となっており、他地域に先がけ
て高齢化が進行。

 人口の推移

 高齢者（６５歳以上）割合の推移

※山村カード調査、国勢調査

※振興山村の人口・高齢者数は農林水産省農村振興局で推計※H27.4.1現在

市町村数
(a)

振興山村
市町村数

(b)
(b)/(a)

北海道 179 96 54%

東 北 227 146 64%

関 東 432 131 30%

北 陸 81 51 63%

東 海 125 38 30% 

合計 1,718 734 43%

近 畿 198 66 33%

中 国 107 70 65%

四 国 95 60 63%

九 州 274 76 28%

1,718

市町村数

3,779万ha

総面積

2,485万ha

林野面積

12,806万人

人口

振興山村 （b）

全 国 （a）

対全国比（b/a） 43% 47% 61% 3%

734 1,785万ha 1,517万ha 393万人

99.2 

121.1 123.6 126.9 

128.1 6.7 
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人口（振興山村）

8.7%

16.4%
19.7%

28.2%
34.1%

6.3%
10.3%

12.1%
17.4%

23.0%

0%

10%

20%

30%

40%

S40 S60 H2 H12 H22

高齢者の割合（振興山村）

高齢者の割合（全国）

山村（山村振興法に基づく振興山村）の現状

22



（山村地域における定住の促進）
第十五条 国は、森林の適正な整備及び保全を図るためには、森林所有者等が山村地域に生活することが重要であること
にかんがみ、地域特産物の生産及び販売等を通じた産業の振興による就業機会の増大、生活環境の整備その他の山村地
域における定住の促進に必要な施策を講ずるものとする。
（都市と山村の交流等）
第十七条 国は、国民の森林及び林業に対する理解と関心を深めるとともに、健康的でゆとりのある生活に資するため、都
市と山村との間の交流の促進、公衆の保健又は教育のための森林の利用の促進その他必要な施策を講ずるものとする。

森林・林業基本法（昭和39年法律第161号）

森林・林業基本法等における山村振興の位置づけ

第３－１－（９）山村の振興・地方創生への寄与

地方創生が喫緊の課題となる中、我が国の森林・林業を支える山村は、高齢化・人口減少等が他地域に先駆けて進行し、集落機能を維持するこ
とが困難な地域もあるなど、依然として厳しい状況に置かれている。このような中で、山村の振興を図っていくためには、地域資源、とりわけ森林資
源を活かした産業育成による就業機会の創出と所得の確保、生活環境の整備等により定住を促進し、山村に暮らす人々がいきいきと生活できるよ
うにすることが重要である。
① 森林資源の活用による就業機会の創出

山村には、我が国の森林の約６割が賦存し、森林所有者や林業従事者等の多くが居住している。このことを踏まえれば、林業及び木材産業の成
長発展なくして、山村における地方創生を図ることは困難である。このため、本格的な利用期を迎えた森林資源を活用し、山村の主要産業である林
業及び木材産業の成長産業化を推進するため、林業の生産性と経営力の向上等を図り、原木の安定供給体制を構築するとともに、木材産業の競
争力強化と新たな木材需要の創出を図る。また、木質バイオマスのエネルギー利用、きのこをはじめ、竹や漆、炭等の特用林産物の生産振興、そ
の他未利用の広葉樹の活用など、地域資源の発掘と付加価値向上等を図り、生産・販売力を強化する６次産業化等の取組を推進する。さらに、林
家やＮＰＯ等が専ら自家労働等により間伐し、間伐材を活用する取組等を促進するため、伐採に係る技術の習得や安全指導等を進める。
② 地域の森林の適切な保全管理

集落周辺等の身近にある里山林、竹林等については、薪炭利用の減少や山村集落の機能低下等により、その保全管理に支障を来たすおそれが
ある。このため、森林の有する多面的機能が低下することのないよう、ＮＰＯ等多様な主体との連携を図りつつ、地域住民等自らの手による継続的
な保全管理と利用を促進する。
③ 都市と山村の交流促進

山村に対する都市住民等の関心の高まりを踏まえ、豊かな自然環境、良好な景観等を活用し、都市から山村に人を呼び込み交流を促進する。ま
た、交流を通じ、森林・林業に対する理解者・協力者を増やしていくこととする。このため、森林空間をレクリエーションなどの観光や健康増進、環境
教育、体験活動等の場として総合的に利用する取組を推進する。

以上のような多様な地域資源を活かして産業育成等を図る取組を先駆的に行っている地域の事例やノウハウを積極的に発信・共有することを通じ、
山村振興・地方創生の取組を全国に広げていくこととする

森林・林業基本計画（平成28年５月閣議決定）

森林・林業基本法等における山村振興の位置づけ
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これまで多く見られた「森と人のかかわり」

【愛好者】

○登山
○自然・野鳥観察
○キャンプ
〇ゴルフ 等

【旅行者】

○レジャー（スキー）

○観光（景勝地探勝）

〇保養（ﾘｿﾞｰﾄ･別荘）
○合宿

（対象が限定）
（森との関わりが限定）

（訪問が一時的）
（森との関わりが薄い）

【乳幼児期・学齢期／教育等】

○森と自然を活かした保育・教育
○森のアクティブ・ラーニング 等

【青壮年期・老年期／健康等】

○心と身体の健康づくり
○社員教育 ○ワーケーション 等

【生活者／観光等】

○オシャレで手軽な森とのふれあい ○都会の趣味・娯楽等を森林の中で

森林・山村地域

（教育の質の向上） （健康増進・生産性向上）

（暮らしの豊かさの向上）

これからの拡充が期待される新たな「森と人のかかわり」＝「Forest Style」

新たな国民運動等
(学びを深め、健康を育み、暮らしを豊かにするために、月に１度は森へ行こう！)

【ワ
ー
ク
】

【ラ
イ
フ
】

定
住
人
口
（移
住
）

交流人口 関係人口
（二地域居住）

これまでとこれからの「森と人のかかわり」
～「Forest Style」の目指すもの（イメージ）
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「森林サービス産業化」と林業の成長産業化による地方創生への寄与

人口減少・少子高齢化社会の到来を迎え、政府を挙げて取り組む喫緊の課題

「地方創生 」地域の特性を活かし産業育成による就業機会の創出等による定住の促進
に、「ひと」が「しごと」をつくり、「まち」をつくる好循環を確立

「林業の成長産業化」に向けた取組みを推進

林業の...

多様な分野からのアプローチ
による潜在的価値の顕在化

『森林空間』

森林からのサービスを
ビジネスとして利活用

国民の価値観や余暇活動、ライフスタイルの多様化

『森林サービス産業』の創設
◎収益機会の多様化

⇒木材生産以外の多様な手段と機会での収入
と雇用の確保！

◎地域ブランド力の向上
⇒他産業・社会との繋がりによる地域の魅力

向上！

集積・複合化

多様な森林資源の活用...

車の両輪による「地方創生」への寄与

森林資源を最大現活用した林業...

✔新たな森林管理システムの下で森林の経営管理を
担う意欲と能力のある経営者の育成

✔経営の集積・集約化を進める地域への路網整備・
高性能林業機械の導入

✔川上から川下までを結ぶサプライチェーンの構築に
よる流通コストの削減

✔CLT等の利用促進など木材需要の拡大等の取組

川上対策 川中対策 川下対策

原木生産の
集積・拡大、
低コスト化

加工の
生産性向上

木材の需要拡
大・利用促進

連
携

連
携
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